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これまでの経緯

子どもの貧困率
平成２４年度 １６．３％

子どもの貧困対策が喫緊の課題

国の対応

○「子どもの貧困対策の推進に関する法律」を平成２５年に議員提出により立法化

○既存の統計調査を指標として活用し、「子供の貧困対策に関する大綱」を策定

○ひとり親家庭の自立支援計画の見直し時期にあわせ、国の「子供の貧困対策に関する大綱」に基づき
「子どもの貧困対策推進計画」を策定（平成２８年３月）

○「子供の貧困対策に関する大綱」において、「子供の貧困に関する指標を設定し、その改善に向けて取り
組む」として２５の指標を設定

○ 「子どもの貧困対策推進計画」に掲げる施策を推進し、貧困の連鎖の解消を図り、２３指標の改善を
目指す

県の対応

○ 「子どもの貧困対策推進計画」においては、２３指標を設定
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国の検討

＜子供の貧困対策に関する大綱＞（抜粋）
第２の３ （前略） 我が国における従来の調査研究の取組状況を見た場合、子供の貧困の実態が明らか
になっているとはいい難い点が認められる。（後略）

第５の２ 子供の貧困に関する指標については上記第３（子供の貧困に関する指標）に掲げているところであるが、
子供の貧困対策を今後さらに適切に推進していくため、必要となる新たな指標の開発に向けた調査研究の実
施について検討する。

＜子供の貧困に関する新たな指標に関する調査研究報告＞（抜粋）
１ 調査の背景・目的
(1)（前略）子どもの貧困対策を総合的に推進するには、世帯の経済状況のみならず、教育や成育環境な
どの子供たちをとりまく状況を多面的に把握した上で、貧困の連鎖の要因の解消を図る観点から対策に
取り組む必要。

４ 指標の体系化と現行の指標の課題
(1)（前略）子供の貧困対策の目標（教育の機会均等の確保、子供たちの健やかな成育環境の確保）につ
いて把握すべき状況を整理、体系化することにより、子供の貧困を多面的に捉えることが可能となる。
①目標：教育の機会均等の確保
②目標：健やかな成育環境の確保
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○国の有識者会議（平成29年8月1日開催）資料より抜粋
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子どもの貧困実態把握の必要性

子どもの貧困

単なる経済的な困窮にとどまらず、様々な場面で影響を与えている

教育の支出が少ない 生活の支出が少ない 保護者の収入が少ない

学習環境に影響

学費が負担で進学断念

子どもの食事に影響

子どもの持ち物に影響

長時間労働

子どもとの交流時間減少

子どもの貧困は、教育機会の不足、栄養面や生活環境面の低下、社会的つながりの欠如、子どもの心理面にも影響が
あるなど、子どもの貧困は見えにくく捉えづらい 貧困の連鎖を招いている

子どもの貧困の実態を多面的に把握するための調査の実施が必要
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調査項目（概要）

子どもの教育

（授業の理解度、宿題の勉強時間、
放課後の過ごし方など）

子どもの生活

（食事の状況、起床就寝時間、スマホの所有の有無など）

保護者の就労

(就労の状況、就労による収入など)

経済的支援

(教育関連経費の状況、医療費の状況など)

その他

(親子での会話時間、子どもの悩み、
子どもの将来の希望など)

調査実施後

○「子どもの貧困対策推進計画」に掲げる指標の整理、体系化

○「子どもの貧困対策推進計画」の各施策のさらなる推進を図る

○調査は項目の集計のほか、貧困の実態の
分析も行う予定



子どもの貧困実態調査について（平成30年度取組）

- 6 -

実施スケジュール（予定）

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３

項

目

調査委託先
公募・契約

子どもの貧困実態調査実施
（調査票の配布・回収・集計・分析）

調査
分析
結果
報告

調査
中間
集計
報告

子ども
の貧困
対策
推進
委員会

子ども
の貧困
対策
推進
委員会


